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1　へき地保健医療計画における取り組み�
　平成18年度から新たにはじまる第10次へき地保健医療計画については、これまでの第9次計画に同様、各都道府県に「へき地医療
支援機構」を設置し都道府県単位での広域的なへき地保健医療対策を引き続き、推進することとしている。�
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2　整備状況�
（1）　へき地医療支援機構（運営費の補助対象）�
　　  平成17年度末までに39道府県で設置・運営予定�
（2）　へき地医療拠点病院（運営費、施設整備費及び設備整備費の補助対象）、�
　　  平成18年3月31日現在で248か所を指定�
（3）　へき地診療所（運営費、施設整備費及び設備整備費）�
　　  平成18年3月31日現在で1,080か所（国民健康保険直営診療所を含む）が整備�

※　無医地区�
　医療機関のない地域で、当該地域の中心的な場所を起点として、概ね半径4kmの区域内に人口50人以上が居住して�
いる地域であって、通常の交通機関を利用して医療機関まで片道1時間超を要する地域。�
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へき地保健医療対策の現状�

「みんなで考える」�
○　医療計画の策定を通じて、地域住民の納得が得られ、かつ、持続
可能な体制に向けた検討�

○　「へき地・離島マニュアル（仮称）」による知識の共有�
○　へき地医療支援情報システムを通じた広報（普及啓発）�

都道府県�
○　医療計画の作成�
　　医療計画の見直しに伴いより実効性
のある計画の策定�

　・医療法第30条の3�
2 医療計画においては、次に掲げる
事項を定めるものとする。�
七　へき地医療の確保が必要な場
合にあっては、当該医療の確保
に関する事項。�

○　支援機構の設置、指導及び事業評価�
○　拠点病院の指定・事業評価�

（社）地域医療振興協会�
離島・へき地診療所への就業�
斡旋�
○　退職医師再就職支援事業�
○　離島・へき地診療所から
の24時間医療相談�

へき地診療所�
未設置の場合�
�
○　患者輸送車�
�
○　巡回診療�

「みんなで支える」�
○　へき地医療支援機構の強化を通じた、診療所支援及び調整機能の
強化�

○　情報通信技術による相談の相手先機関の確保�
○　新たな枠組みによる、医師と医療機関の配置と役割の調整�

第10次計画：「へき地・離島の医療サービスを担う医師及び医療機関を確保するための新たな方策」�
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無医地区に準じる地区（人口50人未満）� 無医地区（人口200人以上～1,000人未満）� 無医地区（人口1,000人以上）�
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最寄医療機関� 特定地域保健医療�
システム（FAX）�
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離島、沖縄、奄美、小笠原各法�
指定地域は原則として人口 300�
人以上に設置。�
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第10次　へき地保健医療対策の鳥瞰図（平成18年度から）�概　　要

へき地医療対策




